
Ⅰ 人事行政の運営の状況（教職員※を除く職員）

※教職員とは、さいたま市教職員定数条例第２条に規定する教職員をいいます。

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用及び退職の状況（令和元年度）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

※
※
※
※

（２）再任用の状況（令和元年度）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※（　）内は女性でうち数です。

計 118 577 47 742
21 98 24 143

教育委員会事務局 26 172 20 218
14 26 15 55

水道局 1 58 0 59
0 2 0 2

消防局 40 25 0 65
0 0 0 0

市長部局等 51 322 27 400
7 70 9 86

区分 短時間勤務 常時勤務 合計
常時勤務の1/2 常時勤務の3/4

「市長部局等」には、議会局及び選挙管理委員会や人事委員会等の事務局を含みます。
（　）内は女性でうち数です。
「勧奨退職」とは、一定の勤続年数及び年齢以上の者に退職を勧奨し、それに応じて定年前に退職した者です。
「その他」には、死亡退職、懲戒免職等を含みます。

　再任用職員とは、定年退職者等の行政経験・知識等を有効活用するため、従前の勤務実績に
基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定めて採用するもので、主に短時間勤務で
す。勤務実績が良好な場合には、選考により任期更新が可能（令和元年度の再任用者は６５歳
まで）です。

（単位：人）

337
187 46 9 98 2 155

計
386 137 19 164 17

31
5 12 1 5 1 19

教育委員会
事務局

10 18 2 9 2

15
5 0 1 0 0 1

水道局
15 9 3 3 0

32
5 1 0 0 0 1

消防局
43 17 3 9 3

259
172 33 7 93 1 134

市長部局等
318 93 11 143 12

採用
退職

合計
定年 勧奨退職 普通 その他

令和元年度さいたま市人事行政の運営等の状況について

　地方公務員法第５８条の２及びさいたま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規
定に基づき、令和元年度における人事行政の運営の状況及び人事委員会の業務の状況を次のとおり公
表します。

　各任命権者から報告を受けた令和元年度における人事行政の運営の状況を取りまとめ、その概要
を公表するものです。

（単位：人）

区分
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（３）職員数の状況（各年４月１日現在）

( ) ( ) ( ) 【増員理由】

・

( ) ( ) ( ) ・

・

( ) ( ) ( ) ・

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

※（　）内は女性でうち数です。
※職員数には、短時間勤務の再任用職員、会計年度任用職員及び臨時職員、特別職非常勤職員は含みません。

（参考）職員数及び女性比率の前年比較（各年４月１日現在）

＜会計年度任用職員及び臨時職員、特別職非常勤職員数の状況＞

（単位：人）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
※（　）内は女性でうち数です。

1,306 3,974

135 1,553

計 3,752 416 5,649 1,347 8,389
3,136 1,843

0

教育委員会 1,794 59 1,031 142 2,722
1,352 52 257

75

水道局 2 0 9 5 0
2 0 4

2,346

消防局 6 0 1,210 0 1,223
2 0 81

特別職
非常勤職員

フルタイム

市長部局等 1,950 357 3,399 1,200 4,444
1,780 309 1,501 1,166

0

5

361

特別職
非常勤職員

臨時職員

3,735 3,623 112

区分

令和2年 平成31年

会計年度
任用職員

うち

980 △ 3
512 519 △ 7

計
9,350 9,212 138

教育委員会事務局

1,326 15
5

水道局
371 371 0
54 52 2

市長部局等
6,661 6,535 126
3,115 3,003 112

（単位：人）

区分 令和2年 平成31年 対前年増減数 主な増減理由

54 49

977

消防局
1,341

　地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律が令和２年４月から施行さ
れ、特別職の任用及び臨時的任用の要件が厳格化されました。
　その結果、臨時職員及び特別職非常勤職員の多くは、新たに創設された一般職の
非常勤職員である会計年度任用職員に移行しました。

国勢調査業務の増

児童福祉司の増

保育園保育士の増

市税事務所開設に伴う減

6,535
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２　職員の人事評価の状況

　＜人事評価制度＞

３　職員の給与の状況

（１）職員給与費の状況

①普通会計職員

※令和元年度普通会計決算額 （※平均年齢40.3歳）

※上記の職員給与費には、教職員の給与を含みます。

②公営企業会計職員

※令和元年度水道事業会計決算額 （※平均年齢41.5歳）

（２）平均給与月額（給料月額・諸手当）及び平均年齢（令和２年４月１日現在）

※この諸手当には、実績に基づいて支払われる時間外勤務手当等は含みません。

※会計年度任用職員（フルタイム）を含みます。

能力評価及び業績評価の評価結果を合わせた評価

評価期間 ４月１日から翌年３月３１日までの１年間

評価基準日 １月１日

評価結果の活用
昇任昇格や人事異動の参考資料として活用するとともに、職員の昇給や
勤勉手当の支給割合に反映。

　地方公務員法では、任命権者は、職員の執務について、定期的に人事評価を行うこととされ
ています。また、任命権者は、人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活
用するものとされています。
　さいたま市では、原則として全ての一般職の職員を対象として、任命権者ごとに人事評価を
実施しています。
　市長部局における人事評価制度の概要は、次のとおりです。

評価制度の目的
・職員の意識改革と組織の風土改革
・職員の能力開発と人材の確保・育成・活用の促進
・適材適所の人事配置や昇任昇格等の公正な処遇

評価制度の概要

能力評価 職務遂行能力の発揮度と執務姿勢（意欲・態度）を評価

業績評価
「目標による管理」の手法等により目標の達成度、業務の遂
行度を評価

総合評価

一般行政職 31万7,509円 7万7,092円 39万4,601円 40.4歳

企業職（水道事業） 31万3,451円 9万5,033円 40万8,484円 40.1歳

区分
平均給与月額

平均年齢
給料月額 諸手当 計

計

13億9653万円 4億5674万円 4億8214万円 23億3542万円 629万円

520億4,631万円 179億4,944万円 234億7,616万円 934億7,190万円 736万円

職員給与費 1人当たり給与
（年額）給料 諸手当 期末・勤勉手当

職員給与費 1人当たり給与
（年額）給料 諸手当 期末・勤勉手当 計
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間

（２）休暇制度の概要

（３）年次有給休暇の取得状況（平成３１年１月１日～令和元１２月３１日）

介護休暇
職員の家族に負傷、疾病、老齢等により日常生活を営むのに支障がある要介
護者がおり、当該職員以外に介護する者がいない場合における無給の休暇で
す。

組合休暇
職員が、登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合における無給の
休暇です。

職員１人あたりの年次有給休暇平均取得日数 14.0 日

　職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分と定められており、原則として毎週月曜日
から金曜日まで、午前８時３０分から午後５時１５分までの勤務となります。
　そのうち、正午から午後１時までは休憩時間となっています。
　また、日曜日及び土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す
る休日、年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで）は、勤務を要しない日です。

区分 内容

年次有給休暇
１年に２０日（年の中途に採用された職員は、その在職期間に応じた日数）
付与されます。また、その年に付与された残日数（２０日を限度）は、翌年
に限り繰り越すことができます。

年次有給
休暇以外
の休暇

特別休暇
選挙権の行使、結婚、出産、忌引、交通機関の事故等により、社会慣習上ま
たは物理上の理由により、職員が勤務しないことが相当であると認められる
場合の有給の休暇です。

病気休暇
職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得
ないと認められる場合の休暇です。
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５　職員の休業の状況

（１）育児休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（２）部分休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（３）育児短時間勤務制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（４）配偶者同行休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

人

配偶者
同行休業

人

うち女性 3 人 2 人

うち男性 0 人

配偶者が６月以上外国に滞在する場
合、これに同行するために取得できる
無給の休業です。在職期間が２年以上
の職員が３年を超えない範囲で取得で
きます。

 取得人数 3 人 2

0

人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

育児短時間
勤務

子を養育するため、法及び条例に定め
られた勤務の形態から選択し、希望す
る日及び時間帯に勤務することができ
ます。最長、子が小学校就学の始期に
達するまで取得できます。

 取得人数 47 人

うち女性 47 人 28 人

うち男性 0 人

人 28

0

人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

部分休業

人

うち女性 218 人 74 人

うち男性 20 人

育児のため、１日に２時間以内の範囲
で取得できる無給の休業です。最長、
子が小学校就学の始期に達するまで取
得できます。

 取得人数 238 人 85

11

人 67 人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

211 人

うち女性 389 人 144 人

うち男性 71

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

育児休業

子を養育する職員の継続的な勤務を促
進し、職員の福祉の増進と公務の円滑
な運営に資することを目的とした無給
の休業です。最長、子が３歳に達する
まで取得できます。

 取得人数 460 人

5



６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（令和元年度）

（２）懲戒処分の状況（令和元年度）

11計 4 1

0 0

0 6

0

教育委員会事務局 0 0 0

0 0 0

消防局 3 1 0 2 6

水道局 0

市長部局等 1 0 0 4 5

　懲戒処分とは、公務員の勤務関係の秩序を維持するため職員の服務義務違反（法令違反、義
務違反、非行等）に対し、その道義的責任を追及して科する制裁で、戒告・減給・停職・免職
の４種類があります。

区分
処分の種類

合計
戒告 減給 停職 免職

計 0 0 291 2 293

教育委員会事務局 0 0 45 1 46

水道局 0 0 7 0 7

消防局 0 0 8 1 9

市長部局等 0 0 231 0 231

　分限処分とは、職員が心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合など、一定の事由によ
り職務を十分に果たすことができない場合等に行う不利益処分で、降給・降任・休職・免職の
４種類があります。

区分
処分の種類

合計
降給 降任 休職 免職
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７　職員の服務の状況

（１）職員の守るべき服務の概要

（２）服務規律の遵守に関する取組

①服務規律の遵守に関する取組の概要

②服務規律の遵守に関する通知等の内容

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について

令和元年6月3日

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について 市長

令和元年5月30日

平成31年4月5日 職員の接遇及び服装等について

消防局長

令和元年5月16日 職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について

臨時職員の服務規律について

令和元年5月15日

平成31年4月3日 ハラスメント防止宣言について

　地方公務員法第３０条において、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者
として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念
しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、
同法は職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（第３２条）、信用失墜行為
の禁止（第３３条）、秘密を守る義務（第３４条）、職務に専念する義務（第３５条）、政
治的行為の制限（第３６条）、争議行為等の禁止（第３７条）、営利企業の従事等制限（第
３８条）など、服務上の強い制約を課しています。

　特に選挙執行の際や年末年始等における職員の綱紀粛正、服務規律の確保について、随
時、行政会議（市長、副市長、各局長・区長等が出席）等において、副市長から各局長等を
通じて職員に周知徹底を図っています。

発出した年月日 内容 発信者

所属長印の適正な保管及び公金の取扱いについて 水道局長

平成31年4月26日 職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について
副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

平成31年4月26日

消防職員の服務規律の徹底について 消防局長

令和元年5月16日

人事課長

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

適正な事務の執行と点検について 行政管理監

令和元年6月19日

令和元年5月29日

携帯電話及びスマートフォンの取扱いについて 教育総務課長

職員の服務規律の確保について

令和元年6月20日

令和元年6月20日 職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について 水道局長

令和元年6月19日

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について 水道局長

水道局長

令和元年5月17日 水道局長

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について

令和元年5月28日 臨時職員・非常勤職員の服務規律について 教育長

平成31年4月5日 職員の接遇及び服装等について

令和元年6月24日

水道局長

平成31年4月25日

令和元年5月29日

職員の服務規律の確保について 消防局長

職員の服務規律の確保について 水道局長

副市長
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（３）職務専念義務の免除、営利企業への従事等許可、在籍専従の許可の状況（令和元年度）

在籍専従の許可

職員が任命権者の許可を受けて、登録を受けた職員団体の役員とし
てその業務に専ら従事することができるものです。許可を受けた期
間中は休職者とされ、いかなる給与も支給されず、退職手当の算定
基礎となる勤続期間にも算入されません。

1 件

営利企業への
従事等許可

職員が、消防団員や看護専門学校の非常勤講師などの業務に従事等
して報酬を得る場合に、職務への公平性や職員の品位の保持等の観
点から全体の奉仕者である公務員の基本的性格と矛盾しない場合に
限り許可できるものです。

726 件

内容 件数

職員が、研修に参加、人間ドックを受診、職務に関連のある講演、
講義、演技等を行う場合など、一定の事由に該当する場合に、特例
として職務に専念する義務を免除しています。

件

令和2年3月31日

令和元年10月11日

令和2年2月10日 適切な事務処理について

令和元年12月10日 年末年始における綱紀粛正、服務規律の確保等について

3,266
職務専念義務の

免除

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

副教育長

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

年度替わりにおける適正な事務処理について令和2年3月11日

服務規律の確保について 教育総務課長

令和元年12月11日 年末年始における綱紀粛正、服務規律の確保等について

職員の綱紀粛正及び服務規律の確保について

区分

副市長（総括コン
プライアンス責任
者）

職員の服務規律の確保について

水道局長

水道局長

副市長

副教育長

令和元年10月25日

令和元年10月24日 服務規律の確保等について

令和元年8月9日 夏季休暇中の服務規律等の確保について

令和元年10月16日 職員の服務規律の確保について

令和元年10月16日 職員の服務規律の確保について

水道局長

令和2年1月21日 行政文書の適正な取扱いについて 水道局長

教育長

令和元年12月25日 交通事故等の防止について

消防局長

令和2年3月11日 年度替わりにおける適正な事務処理について 水道局長

令和元年12月27日 消防職員の厳正な服務規律の確保等について 消防局長

令和元年12月10日 年末年始における綱紀粛正及び服務規律の確保について

令和元年8月28日 消防職員の服務規律の徹底について 消防局長

水道局長
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８　職員の退職管理の状況

９　職員の研修の状況

＜職員の研修＞

①研修の概要

②研修の実績（令和元年度）

※

※

※

※

※

人再就職者数 4 人 10 人 14

合計

「主管課研修」とは、各所属が担当する事務について、職員全体の実務能力や意識の向上を図るために実施
するものです。

13,322 人（うち人材育成課
支援　473人）

人材育成課研修
主管課研修

基本研修

「自己研修」とは、職員が、個人又はグループで自己の能力向上のために自主的に内容を設定し、学習する
もので、通信教育と自主研修グループ活動があります。

「所属内研修」とは、各所属が、所属職員に対して実務・専門能力や組織能力の向上のために実施するもの
です。うち「集合研修」は、係単位以上で実施するもので、「派遣研修」は、各所属から外部の研修機関に
所属職員を派遣するものです。

「人材育成課研修」とは、人材育成課が職員に対し、総合的な分野について実施するものです。うち「基本
研修」は、対象職員に求められる能力や意識・意欲の向上を図るもので、「課題別研修」は、行政課題の
テーマ別に能力や意識・意欲の向上を図るものです。「派遣研修」は、外部の研修機関に職員を派遣するも
のです。

2,412 人 977 人 103 人474 人
28,092 人

3,192 人

自己研修
所属内研修

集合研修 派遣研修 課題別研修 派遣研修

　「さいたま市人財育成指針」に基づき、令和元年度職員研修は、①仕事の実効性と組織力を
高めるために「管理監督職のマネジメント力を強化する」②職場における人材育成力を高め、
職員個々の成長を図るために「ＯＪＴを着実に推進する」③将来にわたって地域を支える強力
な組織をつくるために「若手職員の成長を促進する」④チーム力、マネジメント力強化に不可
欠な「コミュニケーション能力の向上を図る」、以上４項目に重点をおいて実施しました。

　本市を退職した職員の再就職の透明性及び信頼性を高めるため、平成２２年２月に「さいた
ま市職員の再就職管理の適正の確保等に関する要綱」を制定しました。
　この要綱に基づき、本市を管理職職員で退職した者の再就職状況（令和元年７月１日～令和
２年６月３０日）を公表します。

再就職先 市外郭団体 民間企業

学校職員は含みません。
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10　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）共済制度

（２）その他の福利厚生制度の状況

【令和元年度さいたま市職員互助会決算】

（３）職員健康診断の実施状況（令和元年度）

（４）公務災害補償の状況（令和元年度）

人8,173ストレスチェック

件74

通勤災害
該当 非該当

合計 72 件 2 件

56 件 2 件

合計

16 件 0 件 16 件

58 件

VDT作業 316 人

制度の概要 公務災害・通勤災害の認定件数

　地方公務員災害補償制度は、地方公務員災害
補償法に基づき、職員が公務上の災害（負傷、
疾病、障害又は死亡）又は通勤による災害を受
けた場合に、その災害によって生じた損害を補
填し、必要な福祉事業を行うことを目的として
います。

公務災害
公務上 公務外 合計

電離放射線 368 人

じん肺 69 人

保育士 996 人

重量物（腰痛） 87 人

特
殊
健
康
診
断
等

深夜業務 1,618 人

有機溶剤 86 人

特別有機溶剤 41 人

定期健康診断 8,952 人

歳出 171,148千円
冠婚葬祭及び永年勤続等
に係る給付

72,413千円
職員の健康保持増進、元気回復
のための事業

労働安全衛生法等に基づく健康診断の種別 受診者数

　職員の共済制度は、地方公務員等共済組合法に基づき、埼玉県市町村職員共済組合（以下
「共済組合」という。）が職員とその家族の病気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付
を行う「短期給付」、職員の退職・障害・年金又は一時金の給付を行う「長期給付」、健康
の保持増進事業や住宅資金の貸付などの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を行ってい
ます。
　共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員からの掛金と使用者である地方公共
団体からの負担金により賄われており、掛金・負担金とも標準報酬の月額を標準として法で
定められた率により算出されています。

　地方公務員法第４２条に基づくその他の福利厚生制度として、さいたま市職員互助会（以
下「互助会」という。）を組織し、職員の冠婚葬祭等への給付、職員の保健、元気回復、そ
の他福利厚生に関する事業を実施しています。
　互助会の運営については、会員である職員（令和元年度会員数：９，９２３人)の掛金と
使用者である地方公共団体の負担金で賄われています。

給付事業 福利厚生事業

歳入 272,370千円
職員掛金（給料月額の
5/1000）×12ヶ月、繰越
金

115,249千円
市負担金（給料月額の2/1000）
×12ヶ月、繰越金、雑入

10



11　障害者雇用の状況（令和元年６月１日現在）

※教育委員会は、教育委員会事務局職員と教職員を合わせて算出しています。

教育委員会 1.86 ％ 2.40 ％

％

水道局 3.01 ％

区分 障害者雇用率 法定雇用率

市長部局 2.49 ％

2.50 ％市立病院 2.81

　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、毎年６月１日現在の各任命権者毎の障害者の
雇用状況を厚生労働大臣に報告しています。
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Ⅱ 人事行政の運営の状況（教職員※）

※教職員とは、さいたま市教職員定数条例第２条に規定する教職員をいいます。

１　教職員の任免及び教職員数に関する状況

（１）教職員の採用及び退職の状況（令和元年度）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

※
※
※

（２）再任用の状況（令和元年度）

※（　）内は女性でうち数です。

（３）教職員数の状況（各年４月１日現在）

（単位：人）

( ) ( ) ( )

※（　）内は女性でうち数です。
※短時間勤務の再任用教職員、臨時的任用教職員及び非常勤講師は含みません。

臨時的任用教職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

（単位：人）

( )

※（　）内は女性でうち数です。

区分 臨時的任用教職員

教職員 855
476

12 ）

教職員
5,1555,860 705
2,9123,342 430

(

区分 平成31年令和2年 対前年増減数

( 85 ) (
241 335

132 )21 ） ( 1 ） ( 13

週2.5日 週３日 週４日

教職員 33 4 33 24
） (

（　）内は女性でうち数です。
「勧奨退職」とは、一定の勤続年数及び年齢以上の者に退職を勧奨し、それに応じて定年前に退職した者です。
「その他」には、死亡退職、懲戒免職等を含みます。

　再任用教職員とは、定年退職者等の行政経験・知識等を有効活用するため、従前の勤務実績
に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定めて採用するもので、主に短時間勤務
です。勤務実績が良好な場合には、選考により任期更新が可能（令和元年度の再任用者は６５
歳まで）です。

（単位：人）

区分 短時間勤務 常時勤務 合計
週２日

242
177 59 8 53 0 120

教職員
302 157 10 73 2

　教育委員会から報告を受けた令和元年度における人事行政の運営の状況を取りまとめ、その概要
を公表するものです。

（単位：人）

区分 採用
退職

合計
定年 勧奨退職 普通 その他

1



２　教職員の人事評価の状況

　＜人事評価制度＞

３　教職員の給与の状況

４　教職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）教職員の勤務時間

（２）休暇制度の概要

（３）年次有給休暇の取得状況（平成３１年１月１日～令和元年１２月３１日）

教職員１人あたりの年次有給休暇平均取得日数 11.6 日

年次有給
休暇以外
の休暇

特別休暇
選挙権の行使、結婚、出産、忌引、交通機関の事故等により、社会慣習上ま
たは物理上の理由により、教職員が勤務しないことが相当であると認められ
る場合の有給の休暇です。

病気休暇
教職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを
得ないと認められる場合の休暇です。

介護休暇
教職員の家族に負傷、疾病、老齢等により日常生活を営むのに支障がある要
介護者がおり、当該職員以外に介護する者がいない場合における無給の休暇
です。

組合休暇
教職員が、登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合における無給
の休暇です。

　さいたま市職員の給与費の状況につきましては、３ぺージの「３　職員の給与の状況」にまとめて
記載してありますのでご覧ください。

　教職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分と定められており、原則として毎週月曜
日から金曜日までにおいて、１日当たり７時間４５分勤務となります。
　また、日曜日及び土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す
る休日、年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで）は、勤務を要しない日です。

区分 内容

年次有給休暇
１年に２０日（年の中途に採用された教職員は、その在職期間に応じた日
数）付与されます。また、その年に付与された残日数（２０日を限度）は、
翌年に限り繰り越すことができます。

評価期間 ４月１日から翌年３月３１日までの１年間

評価基準日 ２月１日

評価結果の活用
昇任昇格等の参考資料として活用するとともに、教職員の昇給や勤勉手
当の支給割合に反映。

評価制度の目的
・「教職員の資質及び能力の向上を図ることにより学校の教育力を高め
る」
・「児童及び生徒を伸び伸びと健やかに成長させる。」

評価制度の概要

能力評価 職務遂行能力の発揮度と執務姿勢（意欲・態度）を評価

業績評価
「目標による管理」の手法等により目標の達成度、業務の遂
行度を評価

総合評価 能力評価及び業績評価の評価結果を合わせた評価

　地方公務員法では、任命権者は、職員の執務について、定期的に人事評価を行うこととされ
ています。また、任命権者は、人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活
用するものとされています。
　さいたま市教育委員会では、原則として勤務期間が６月未満の教職員、臨時的任用教職員、
任期付短時間勤務教職員、再任用教職員（短時間勤務の職）、その他教育長が別に定める教職
員を除く、全ての教職員を対象として、人事評価を実施しています。
　教育委員会における人事評価制度の概要は、次のとおりです。
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５　教職員の休業の状況

（１）育児休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（２）部分休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（３）育児短時間勤務制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（４）配偶者同行休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

（５）自己啓発等休業制度の概要及び取得状況（令和元年度）

人

人

うち女性 1 人 1 人

うち男性 0 人

自己啓発等
休業

①大学等課程の履修又は②国際貢献活
動をする職員が取得できる無給の休業
です。在職期間が２年以上の教職員
が、①においては２年、②においては
３年を超えない範囲で取得できます。

 取得人数 1 人 1

0

人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

配偶者
同行休業

配偶者が６月以上外国に滞在する場
合、これに同行するために取得できる
無給の休業です。在職期間が２年以上
の教職員が３年を超えない範囲で取得
できます。

 取得人数 5 人

うち女性 5 人 3 人

うち男性 0 人

人 3

0

人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

育児短時間
勤務

人

うち女性 29 人 18 人

うち男性 1 人

子を養育するため、法及び条例に定め
られた勤務の形態から選択し、希望す
る日及び時間帯に勤務することができ
ます。最長、子が小学校就学の始期に
達するまで取得できます。

 取得人数 30 人 18

0

人 0 人

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

8 人

うち女性 15 人 8 人

うち男性 0

区分 内容 実績
うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

部分休業

育児のため、１日に２時間以内の範囲
で取得できる無給の休業です。最長、
子が小学校就学の始期に達するまで取
得できます。

 取得人数 15 人

うち女性 366 人 145 人

うち男性 4 人 4 人

うち、令和元年度
に新たに取得した
人数

育児休業

子を養育する教職員の継続的な勤務を
促進し、教職員の福祉の増進と公務の
円滑な運営に資することを目的とした
無給の休業です。最長、子が３歳に達
するまで取得できます。

 取得人数 370 人 149 人

区分 内容 実績
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６　教職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（令和元年度）

（２）懲戒処分の状況（令和元年度）

教職員 4 1 1 1 7

　懲戒処分とは、公務員の勤務関係の秩序を維持するため教職員の服務義務違反（法令違反、
義務違反、非行等）に対し、その道義的責任を追及して科する制裁で、戒告・減給・停職・免
職の４種類があります。

（単位：人）

区分
処分の種類

合計
戒告 減給 停職 免職

教職員 0 0 95 0 95

　分限処分とは、教職員が心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合など、一定の事由に
より職務を十分に果たすことができない場合等に行う不利益処分で、降給・降任・休職・免職
の４種類があります。

（単位：人）

区分
処分の種類

合計
降給 降任 休職 免職
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７　教職員の服務の状況

（１）教職員の守るべき服務の概要

（２）服務規律の遵守に関する取組

①服務規律の遵守に関する取組の概要

②服務規律の遵守に関する通知等の内容

（３）職務専念義務の免除、営利企業への従事等許可、在籍専従の許可の状況（令和元年度）

在籍専従の許可

教職員が任命権者の許可を受けて、登録を受けた職員団体の役員と
してその業務に専ら従事することができるものです。許可を受けた
期間中は休職者とされ、いかなる給与も支給されず、退職手当の算
定基礎となる勤続期間にも算入されません。

0 件

営利企業への
従事等許可

教職員が、大学の非常勤講師などの業務に従事等して報酬を得る場
合に、職務への公平性や職員の品位の保持等の観点から全体の奉仕
者である公務員の基本的性格と矛盾しない場合に限り許可できるも
のです。

135 件

職務専念義務の
免除

教職員が、教員免許更新制に係る講習を受講、人間ドックを受診、
職務に関連のある講演、講義、演技等を行う場合など、一定の事由
に該当する場合に、特例として職務に専念する義務を免除していま
す。

8,456 件

令和2年3月26日 教職員の交通法規遵守及び交通事故防止の徹底について 教育長

区分 内容 件数

令和元年10月21日 教職員の交通事故防止の徹底について 副教育長

令和元年10月25日 服務規律の確保について 学校教育部長

　地方公務員法第３０条において、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者
として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念
しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、
同法は職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（第３２条）、信用失墜行為
の禁止（第３３条）、秘密を守る義務（第３４条）、職務に専念する義務（第３５条）、政
治的行為の制限（第３６条）、争議行為等の禁止（第３７条）、営利企業への従事等の制限
（第３８条）など、服務上の強い制約を課しています。

　服務規律の確保や不祥事防止の徹底について、随時、校長学校管理研修会（さいたま市立
小・中・高等・特別支援学校の校長が出席）等において、教育委員会から校長を通じて教職
員に周知徹底を図っています。

発出した年月日 内容 発信者

令和元年7月30日 不祥事防止の徹底について 教育長
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８　教職員の退職管理の状況

９　教職員の研修の状況

＜教職員の研修＞

　研修の実績（令和元年度）

※

※

「教育研究所研修」とは、教育研究所が、各学校における学校経営、教科経営等の円滑な推進を目指し、教
職員を支援するために実施するものです。うち「悉皆研修」は、各種の主任及び専門分野を担当する教職員
を各校１名指定して行うものです。「必修研修」は、年次計画に基づいて進める全教職員必修のものです。
「推薦研修」は、推薦・選考に基づき、指導的な役割を果たす教員を養成するものです。「希望研修」は、
教職員の自発的な希望により教職に関する専門性を高めるものです。「自主研修」は、平日夜間に教職員が
自主的に参加するサークル型のものです。

「主管課研修」とは、各課所が担当する事務について、教職員の資質能力や意識の向上等を図るために実施
するものです。

3,239 人 2,124 人 18,470 人1,156 人 1,624 人 87 人

人

【臨時的任用教職員を含む】

教育研究所研修
主管課研修

悉皆研修 必修研修 推薦研修 希望研修 自主研修

再就職先 市外郭団体 民間企業 合計

再就職者数 0 人 2 人 2

　本市を退職した教職員の再就職の透明性及び信頼性を高めるため、平成３１年３月に「さい
たま市教職員の再就職管理の適正の確保等に関する要綱」を制定しました。
　この要綱に基づき、本市を管理職職員（校長）で退職した者の再就職状況（７月１日～翌６
月３０日）を公表します。
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10　教職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）共済制度

（２）その他の福利厚生制度の状況

（３）教職員健康診断の実施状況（令和元年度）

（４）公務災害補償の状況（令和元年度） 【臨時的任用教職員を含む】

11　障害者雇用の状況（令和元年６月１日現在）

※教育委員会は、教育委員会事務局職員と教職員を合わせて算出しています。

　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、毎年６月１日現在の各任命権者毎の障害者の
雇用状況を厚生労働大臣に報告しています。

区分 障害者雇用率 法定雇用率

教育委員会 1.86 ％ 2.40 ％

件 7 件

合計 54 件 0 件 54 件

件 47 件

通勤災害
該当 非該当 合計

7 件 0

制度の概要 公務災害・通勤災害の認定件数

　地方公務員災害補償制度は、地方公務員災害
補償法に基づき、教職員が公務上の災害（負
傷、疾病、障害又は死亡）又は通勤による災害
を受けた場合に、その災害によって生じた損害
を補填し、必要な福祉事業を行うことを目的と
しています。

公務災害
公務上 公務外 合計

47 件 0

じん肺 0 人

VDT作業 33 人

重量物（腰痛） 0 人

電離放射線 0 人

特
殊
健
康
診
断
等

深夜業務 0 人

有機溶剤 0 人

特別有機溶剤 0 人

定期健康診断 3,005 人

ストレスチェック 5,865 人

　教職員の共済制度は、地方公務員等共済組合法に基づき、公立学校共済組合埼玉支部が教
職員とその家族の病気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付」、教職
員の退職や障害等に対して、必要な給付を行う「長期給付」、健康の保持増進事業や住宅資
金の貸付などの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を行っています。
　共済組合等の事業を運営する費用は、組合員である教職員からの掛金と使用者である地方
公共団体からの負担金により賄われており、掛金・負担金とも標準報酬の月額を標準として
法で定められた率により算出されています。

　地方公務員法第４２条に基づくその他の福利厚生制度として、（財）埼玉県教職員互助会
に加入し、教職員の冠婚葬祭等への給付、教職員の保健、元気回復、その他福利厚生に関す
る事業の対象となっています。

労働安全衛生法等に基づく健康診断の種別 受診者数
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　さいたま市人事委員会から報告を受けた令和元年度における業務の状況を公表するものです。

１　職員の競争試験及び選考の状況

（１）採用試験の実施状況

ア　大学卒業程度・免許資格職・民間企業等経験者・学芸員（６月２３日第１次試験実施分）

ウ　大学卒業程度（技術職）（１月２６日第１次試験実施分）

人 － 倍

1.5 倍

技術職・電気 3 人 1 人 0 人 －

技術職・建築 10 人 6 人 4

人 8 人 2.3 倍

人 4 人

人 11 人 3.8 倍

23 人 18 人 14

12 人 20.5 倍

福祉 51 人 42 人 20

319 人 246 人 40 人

9 人 4 人 2.3 倍

人 2 人 4.5 倍

言語聴覚士 11 人 9 人

4 人 3.8 倍

理学療法士 9 人 9 人 9

人 5.5 倍

臨床検査技師 19 人 15 人 14 人

2.7 倍

診療放射線技師 27 人 22 人 16 人 4

238 人 168 人 87 人

14 人 6 人 4.8 倍

人 25 人 12.1 倍

消防(救急救命士) 33 人 29 人

消防 351 人 302 人 47

12 人 4 人 10.0 倍

36 人 17 人 6.7 倍人 114 人

学校事務 42 人 40 人

試験区分・職種 申込者数 受験者数 第１次試験合格者数 最終合格者数 競争倍率

行政事務 130

Ⅲ　人事委員会の業務の状況

42 人

54 人 24 人

12 人 6 人 3

大
学
卒
業
程
度

免
許
資
格
職

民

間

企

業

等

経

験

者 技術職・建築 15 4.0 倍

学芸員（美術） 8 人 8 人 8 人

人

人 8.0 倍

申込者数 受験者数 第１次試験合格者数 最終合格者数 競争倍率

人

行政事務 1,149 人 864 人 318 人 149 人 5.8 倍

福祉 60 人 52 人 30 人 1.7 倍

学校事務 113 人 87 人 39 人 12 人 7.3 倍

技術職・土木 70 人 53 人 44 人 24 人 2.2 倍

技術職・建築 13 人 9 人 7 人 2 人 4.5 倍

技術職・電気 8 人 7 人 6 人 3 人 2.3 倍

技術職・機械 7 人 6 人 5 人 1 人 6.0 倍

技術職・化学 17 人 9 人 7 人 2 人 4.5 倍

技術職・農業 5 人 5 人 5 人 1 人 5.0 倍

消防 264 人 231 人 9.6 倍

消防(救急救命士) 76 人 68 人 27 人 11 人 6.2 倍

心理 19 人 15 人 13 人 人 2.5 倍

精神保健福祉士 21 人 17 人 12

薬剤師 20 人 13 人

6

倍

人 6 人 2.8 倍

4

12 人 5 人 2.6

保健師 47 人 40 人

獣医師 8 人 4 人

3.1 倍

人 2 人 2.0 倍

30 人 13 人

人 2 人 9.5 倍

高
校
卒
業
程
度

技術職・土木 24 人 19 人 9

1

免
許
資
格
職

民

間

企

業

等

経

験

者

職

務

経

験

者

技能職員

試験区分・職種 申込者数

保育士 288 人

行政事務

受験者数 第１次試験合格者数 最終合格者数 競争倍率

大
学

卒
業

程
度 技術職・機械 5 人 3 人 3 人 2 人 1.5 倍

イ　高校卒業程度・免許資格職・民間企業等経験者・職務経験者・技能職員
  （９月２９日第１次試験実施分）
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エ　障害者選考（１０月２７日第１次選考実施分）

オ　係長級昇任試験（１１月１０日第１次試験実施分）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

（注）アからオの表中「競争倍率」は、受験者数を最終合格者数で除したものです。

（２）採用選考の状況

（３）昇任選考の状況

人 2.9
10 10

6 6

2 2

17

13 13
19 人 38

倍
7 人

65

1.7

５級 昇任昇格 6 人 6 人

3 人 3 人

６級 昇任昇格 4 人 4 人

人

企業職給料表

８級 昇任昇格 1 人 1 人

７級 昇任昇格

６級 昇任昇格 18 人 18

90 人
10 10

７級 昇任昇格 8 人 8 人

８級 昇任昇格 3 人 3 人

人 2 人

消防職給料表

９級 昇任昇格 2 人 2 人

医療職給料表（３） ５級 昇任昇格 2

144 141
36 人

人

4 人

医療職給料表（２） ５級 昇任昇格 2 人 2 人

医療職給料表（１）
５級 昇任昇格 1 人 1
４級 昇任昇格 4 人

５級 昇任昇格 60 人 60 人

人

26 人

６級 昇任昇格 61 人 61 人
行政職給料表

８級 昇任昇格 14 人 14
７級 昇任昇格 26 人

給料表 職務の級 昇任の内容 申請者数 承認者数

医療職給料表（３）

３級
看護師

1 人

助産師 4 人
90 人

第２次試験
合格者数

競争倍率

93 人

２級 4 人

１級

医療職給料表（２）
２級

歯科衛生士
1 人

１級 1 人

１級 13 人
２級 11 人

医療職給料表（１）

４級

医師

1 人
３級 2 人

学校事務職給料表 １級 学校事務職員 6 人
学校栄養職給料表 １級 学校栄養職員 9 人

7 人
１級 任期付短時間勤務職員（学芸員） 2 人

試験区分・職種 申込者数 受験者数 第１次選考合格者数 最終合格者数 競争倍率

倍

試験区分・職種

行政事務 58 人 44 人 29

申込者数 受験者数

福祉

行政事務

人 8 人 5.5

第１次試験
合格者数

第１次試験
免除者数

電気

機械
倍

建築

技
術
職

土木 63

42 人

18

消防 97 95 33 人

化学

その他の技師

採用選考者数

1 人

25 人 32 人 3.0

給料表 職務の級 職種

行政職給料表
１級 任期付職員（福祉）
１級 任期付短時間勤務職員（行政事務）

倍
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２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

１　職員給与と民間給与との比較

２　公民較差に基づく給与改定等

４　その他報告する事項

 ・ 時間外勤務時間数の縮減を求めることに留まらず、業務の合理化・効率化や
  業務量に見合った人員配置等、組織全体としてあらゆる取組を実施することが
  必要
 ・ 学校現場においても、教員の負担軽減に向けた様々な取組について、年間を
  通した効果を検証のうえ、推進していく必要

　イ メンタルヘルス対策

 ・ メンタルヘルス対策は各段階に応じて適切に対応する必要があり、心の病気
  の発症を予防する観点から、セルフケア、ラインケアがとりわけ重要
 ・ 継続的に職員への啓発活動を行っているが、ストレスチェックの集団分析結
  果の更なる活用等、実効性のある対策を講じていくことが必要

ウ ハラスメント対策

 ・ あらゆるハラスメントは個人の尊厳を傷つけ、心身に悪影響を与えるだけで
  なく、職場環境の悪化や円滑な公務運営の妨げともなるものであり、確実に防
  止する必要
 ・ ハラスメントに対する認識を職員全体で共有させることが重要であり、管理
  監督職は日ごろから適切なコミュニケーションが保たれるよう気を配り、ハラ
  スメントの兆候を把握した場合は迅速な対応を講じることが必要

 ・ 医療職給料表 及び特定任期付職員給料表の改定については、平成31年４月１
  日から実施
 ・  アについては、令和元年12月期の支給に関する改定は条例の公布日から、令
  和２年６月期以降の支給に関する改定は令和２年４月１日から実施
 ・  イについては、令和２年４月１日から実施
 ・ 教育職給料表 及び教育職給料表 について改定を行う場合は、令和２年４月
  １日から実施

(1）健康で働き続けられる職場環境の整備

　　ア 長時間労働の是正

(2) 諸手当

ア　期末手当・勤勉手当

 ・ 民間の支給割合に見合うよう支給月数を引上げ改定（再任用職員は除く）
 （4.45月分→4.50月分）
 　※ 支給月数は、0.05月単位とし、小数点第２位を二捨三入、七捨八入
 ・ 引上げ分については、人事院勧告の内容に準じて勤勉手当に配分

イ　住居手当

・ 人事院勧告の内容に準じて改定

(3) 実施時期

特別給 4.50月 4.45月 0.05月

(1) 改定の方針

・ 給与月額は、公民較差が極めて小さく、適切な改定を行うには十分でないこ
 とから、改定なし
・ ただし、医療職給料表 及び特定任期付職員給料表については、人事院勧告
 の内容に準じて給料表の引上げ改定
・ また、教育職給料表 及び教育職給料表 については、国及び埼玉県におけ
 る改定状況等を考慮して措置

職員給与 公民較差

　報告及び
　勧告の年月日

報告及び勧告の概要

令和元年
　  9月25日 区分 民間給与

月例給 397,742円 397,659円 83円（0.02％）
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※

３　勤務条件に関する措置の要求の状況

４　不利益処分に関する審査請求の状況

0 件 0 件

(4）高齢期の雇用問題

 ・ 仕事と家庭生活の両立支援に係る制度等は、職員に十分に認知されているこ
  とが肝要であり、研修や啓発等を通じて周知することが必要
 ・ 制度を利用しやすい職場にするためにはマネジメント力の発揮が大いに求め
  られており、全管理職は期待される役割を認識し、仕事と家庭生活の両立を支
  援することが必要

0 件0 件 0 件 0 件

　質の高い行政サービスを維持するためには高齢層職員の能力及び経験を活用す
ることが不可欠であることから、国や他団体等の動向を注視しつつ、組織の活力
を維持し、多様な働き方が可能となる制度の検討を進めていくことが必要

平成３０年度末現
在未処理件数に係
る処理件数

令和元年度の措置
要求件数に係る処
理件数

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第８条、第１４条及び第２６条の規定に基づく報告及び勧告

平成３０年度末
現在未処理件数

措置要求件数 　処理件数
年度末現在
未処理件数

(2) 能力・実績に基づく人事管理の推進

 ・ 人事評価制度の運用にあたっては、公平・公正性、客観性、透明性を確保す
  るとともに、日ごろから適切なコミュニケーションをとり、納得が得られるよ
  うにしていくことが肝要
 ・ 人事評価制度を活用した職員の能力発揮、組織力の向上に努め、地方公務員
  法の趣旨に基づいた適正な人事管理を推進することが必要

(3) コンプライアンスの推進

　全ての職員が全体の奉仕者として高い倫理観・使命感を持って職務を遂行する
よう、より一層、コンプライアンスの取組を進めていくことが必要

　エ　仕事と家庭生活の両立支援

　不利益処分に関する審査請求とは、地方公務員法第４９条の２に基づき、任命権者により、
懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を受けた職員が、人事委員会に対して、その
処分の取消し等を申し立てることができる制度です。

　勤務条件に関する措置の要求とは、地方公務員法第４６条に基づき、職員が給与、勤務時間
その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、適切な措置が執られるべきことを要求するこ
とができる制度です。

7 件 0 件 2 件8 件 1 件 7 件

平成３０年度末
現在未処理件数

審査請求件数 　処理件数
年度末現在
未処理件数

平成３０年度末現
在未処理件数に係
る処理件数

令和元年度の審査
請求件数に係る処
理件数
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